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1.はじめに

金融機関にとって.店舗の配置は,重要な戟

略である｡出店地域の人口や事業所が多 く.荏

済規模が大 きければ,多額の預金を集めること

や.優良な貸出先を選ぶことができる｡民間金

融機関は,利潤最大化を目的に行動 しているの

で,経済規模が小さく,人口や事業所が少ない

地域には.店舗を設置せず,また,既存の店舗

を閉鎖することもある｡

民間金融機関の店舗が少ない,あるいは.存

在 しない地域では.郵便局が金融サービスを提

供 してきた｡ しか し,2007年 10月の郵政民営化

により,郵便局も,収益性を重視するようにな

ると,今後,多 くの郵便局が閉鎖される可能性

がある｡郵便局が閉鎖 される地域には,民間金

融機関の店舗 も少ないので,その地域の住民が

金融サービスを十分に受けられなくなるという

懸念がある｡

民間金融機関の店舗や郵便局が閉鎖される地

域は,大都市圏よりも,地方に多いと思われる｡

それは,地方は,大都市圏よりも,人口や事業

所が少なく,経済規模が小 さい地域が多いから

である｡そこで,本稿では,鹿児島県の市町村

別データを開いて,郵便局と民間金融機関の店

舗配置 と経済性の関係を検証する｡

鹿児島県には,以下の特徴がある｡ (1)離島

や過疎地を多数抱えている｡ (2)全国的に店舗

展開している都市銀行や信託銀行は,県庁所在

地にのみ店舗 を設置 してお り,民間金融機関の

店舗のほとんどが,鹿児島県や隣接県を営業地

域にしている地域金融機関の店舗である｡ (3) 

2006年 3月末時点で,鹿児島県の郵便局の店舗

シェア (郵便局数が全金融機関の店舗に占める

割合)は,51.3%であ り,全国で最 も高い｡ ま

た,郵便貯金のシェア (郵便貯金残高が全金融

機関の預貯金残高に占める割合)ち,297.%で,

全国で最 も高い l｡ 

(1)の特徴から,鹿児島県では,人口や事業

所が少なく,経済規模が小さい地域が多いので,

将来,郵便局が撤退する地域 も多 くなると考え

られる｡ 

(2)の特徴 より,地域金融機関は,独占的に

行動することができ,過疎地や離島から容易に

撤退する可能性が考えられる｡ しか し,一方で,

地元経済界や地域社会からの要望を無視できず,
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店舗を閉鎖できない可能性もある｡民間金融機

関が,収益性だけでなく公共性 も考慮 して,店

舗を設置 している可能性がある｡ 

(3)の特徴については,｢官業による民業の

圧迫｣であり,多くの郵便局が存在するために,

民間金融機関が十分な収益を上げられないと解

釈できる｡ しかし,一方で,民間金融機関が収

益性を重視 した結果,店舗の設置に消極的にな

り,その代わりに,郵便局が,金融サービスを

提供 しているともいえる｡この場合,郵便局は,

民間金融機関の補完的な役割を果たしている｡

本稿では,市町村別のデータにより金融機関

の店舗配置を分析 した家森 (2003) や近蕗 

(2003),伊藤 (2004ab,2005)の手法を応用す

る｡さらに,本稿では,所得統計を用いた分析

も行っている｡これにより,金融機関の潜在的

な顧客数だけでなく,潜在的な顧客の規模 も,

分析に反映させることができる｡

本稿の構成は,以下の通 りである.第 2節で

は,先行研究のサーベイを行う｡第 3節では,

本稿の実証分析の方法やデータについて説明す

る｡第 4節では,鹿児島県の店舗配置状況を,

データから整理するO 第 5節では,鹿児島県の

市町村別のデータを用いた実証分析の結果を述

べる｡また,第 5節では,郵便局と民間金融機

関の店舗の競合関係も分析する｡第 6節では.

本稿の考察をまとめる｡ 

2.先行研究

本稿は,鹿児島県の市町村別データにより,

郵便局と民間金融機関の店舗配置と経済性の関

係を分析する｡郵便局を含めた金融機関の店舗

展開と経済性の関係を分析 したものには,高林 

(1997, 1998) や家森 ･近藤 (2001), 家森 

(2003),近藤 (2003),伊藤 (2004ab,2005)

がある,高林 (1997,1998)は,都道府県別の

預貯金や貸出,店舗数,生命保険のデータを用

いて,タイルのエントロピー尺度により,金融

機関の地域偏在の状況を明らかにし,クラスター

分析により, 金融機関を類型化 した｡高林 

(1997,1998)によると,都市銀行は経済力の

強い地域に集中しており,地方銀行や郵便局は

全国各地に店舗を設置 している｡さらに,高林 

(1998)は,金融機関の店舗数を,人口と面積

で回帰 し,人口は,すべての金融機関の店舗数

に正の影響を与えるが,面積は,信用金庫と郵

便局にのみ正の影響を与えることを示 した｡

家森 ･近藤 (2001)や家森 (2003),近藤 

(2003),伊藤 (2004ab,2005)は,Averyetal. 

(1999)の手法を修正 し,金融機関の店舗配置

と経済性の関係を分析 した｡Averyetal.(1999)

は,金融機関の店舗配置を経済的要因と人口関

連の要因 (デモグラフィックな要因)で回帰 し,

金融機関の合併や統合が,店舗展開に与える影

響を分析 した｡家森 ･近藤 (2001)は,都道府

県別データを用いて,金融機関の店舗数を,面

積とデモグラフィックな要因 (人口と高齢者比

率),経済的要因 (県内純生産)で回帰 し,氏

間金融機関の場合,県内純生産が有意にプラス

になり,郵便局の場合,面積や人口,高齢者比

率が有意にプラスになることを示した｡これは,

民間金融機関は,収益性原理に基づいて店舗を

配置 し,郵便局は,公共性の観点から,｢あま

ねく公平に｣設置されていることを意味 してい

る｡さらに,郵便局数を,民間金融機関の店舗

数で回帰することで,郵便局と民間金融機関の

競合関係も分析 した｡ただし,都道府県別デー

タでは,郵便局と民間金融機関の間で,店舗に

ついての競合関係は示されなかった｡ 
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家森 (2003)や近藤 (2003),伊藤 (2004ab, 

2005)は,都道府県内のf印丁村別データにより,

家森 ･近藤 (2001)と同様の分析を行った｡家

蘇 (2003)と近蕗 (2003)は,愛知県を対象と

して分析 し,伊藤 (2004ab,2005)は,鳥取県

と東京都,北海道を取 り上げている｡これらの

研究では,民間金融機関の場合,事業所数が有

意にプラスになり,郵便局の場合,面積や人口,

高齢者比率が有意にプラスになることが示され

た｡郵便局と民間金融機関の競合関係は,愛知

県 と東京都 を取 り上げた家森 (2003)と近燕 

(2003),伊藤 (2004b)では,示されなかった

が,鳥取県と北海道を取 り上げた伊藤 (2004a, 

2005)では,一部の金融機関と郵便局が競合 し

ていることが示された｡鳥取県では,信用金庫

や信用組合等との間に競合関係が示され,北海

道では,農漁協以外の金融機関との間に,競合

関係が観察された｡

その他に,金融機関の店舗配置を取 り上げた

研究としては,大山 ･田村 ･佐野 (1999)や堀

江 ･川向 (1999), 由里 (2000ab), 山 中 

(2000)がある｡大山 ･田村 ･佐野 (1999)は,

横浜市内の郵便局を対象として,メッシュデー

タを用いた数理計画法により,利用者の平均ア

クセス距離を最小にするような店舗配置を導出

し,現状と比較 している｡堀江 ･川向 (1999)

は,信用金庫と信用組合の経営地盤と収益性の

関係を分析 しているが,経営地盤の指標として,

一店舗当たりの事業所数や世帯数,競合金融機

関の店舗数を用いている｡さらに,競合関係に

ついても分析 し,信用金庫や信用組合が,郵便

局や農漁協 と競合 していることを示 した｡由里 

(2000ab)は,中京大都市圏の中′ト金融機関を

対象にして,公表データから,営業基盤の ｢狭

域性｣イ高密度性｣,｢競合度｣,｢営業基盤の成

長性｣の指標を提示 した｡ さらに.1985年と 

1992年の値を比較することで,圏内の預金金融

機関は,広い地域に店舗を展開する広域性では

なく,狭域性や高密度性を重視 した店舗展開を

行っていることを示 した｡山中 (2000)は,東

京都の特別区を 6地区に分割 し,都市銀行の各

地区の特化係数 (立地係数)を導出 し,有人店

舗と撫人店舗の設置動向を分析 した｡ 

3.分析方法 

3.1.金融機関の店舗設置と経済性の分析

本稿では,都道府県内の市町村別データを用

い た 家 森 (2003) と近 蕗 (2003), 伊 藤 

(2004ab,2005)に従い,郵便局 も含めた金融

機関の店舗数を,デモグラフィックな要因と経

済的要因で回帰する｡先行研究では,デモグラ

フィックな要因として,人口と高齢者比率を,

経済的要因として,事業所数を用いている｡本

稿でも,以下のような回帰分析を行 う｡ 

B,c+L E.CPPLTO-lCARA+IO UAIN, 

+COD+5FIE ().L,C0FC , 1

左辺のB,は,郵便局数 と民間金融機関の店舗

数である｡本稿では,民間金融機関を,以下の

ように分類 し,その分類ごとの金融機関の店舗

数の合計を,被説明変数とする｡地方銀行と第

二地方銀行を民間Aとする｡協同組織金融機関

である信用金庫と信用組合,労働金庫を,民間 

Bとする｡農業協同組合と漁業協同組合を,氏

間Cとする｡ただし,農協と漁協の店舗数は,

金融業務を行っている店舗のみを対象にしてい

る｡なお,鹿児島県には,大手銀行 (都市銀行

と信託銀行)の店舗も設置されている｡しかし,

大手銀行は,全国的に店舗展開しており,鹿児

島県のような地方では,県庁所在地にのみ店舗 
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を設置 している｡大手銀行は,鹿児島県と隣接

県を営業地域にしている地域金融機関とは,罪

なる店舗展開を行っているので,本稿では,大

手銀行を分析対象から外 している-'o

式 (1)の右辺の AREA,とpopuLATI()N‥ 

OLD..()FFICE,は,それぞれ,面積 と人口.

高齢者比率 (総人口に占める65歳以上の比率),

事業所数である｡面積は.地理的要因を示 して

いる｡先行研究では,面積や人口の符号が有意

にプラスになる金融機関は,その地域の面積や

人口に応 じて店舗数を決定 しており,公共的な

観点から店舗を展開 していると解釈 している｡

しか し,人口が有意にプラスになることは,

収益性に基づいた店舗展開を行っているともい

える｡堀江 ･川向 (1999)は,一店舗あたりの

世帯数を,潜在的な顧客数 としている｡由里 

(2000ab)は,昼間人口を,潜在的需要の指標

の一つとして用いている｡ したがって,人口が

有意にプラスになることは,潜在的顧客の多い

地域に多 くの店舗を配置 しているので,収益性

に基づ く店舗展開を行っているとも解釈できる｡

また,人口の符号が有意にマイナスになること

は,過疎化 した地域の店舗を維持 しているので,

公共的な観点から店舗を設置 しているというこ

ともできる｡

高齢者比率の符号が有意にプラスになること

も,人口と同様の解釈ができる｡高齢者を社会

的弱者とみなせば,高齢者の多い地域に店舗を

設置することは,公共的な観点からの店舗配置

と判断できる｡一方で,高齢者は多くの金融資

産を保有 しているので,高齢者の多い地域に出

店することは,収益性を追求 しているとも解釈

できる｡

事業所数は経済的要因であり,事業所数の符

号が有意にプラスになる金融機関は,経済性や

収益性を考慮 して店舗を配置 している｡なお,

郵便局数と事業所数の間に有意なプラスの関係

がみられることもある｡この点について,家森 

(2003)は,事業所は個人に比べて大量の郵便

物を利用するので,事業所の多い地域は,郵便

事業の需要が多くなり,郵便局数が多くなると

解釈 している｡

本稿では,式 (1)だけでなく,経済的要因

の変数として,市町村民所得を用いた分析 も行

う｡都道府県別のデータで分析 した家森 ･近藤 

(2001)では,経済的要因の指標 として,県内

純生産を使開している｡市町村別のデータでは,

所得統計を利用できない地域があるため,事業

所数が用いられている｡鹿児島県では,市町村

の所得統計が利用できるので,本稿では,以下

の二式の回帰分析 も行う3｡ 

B,c+C A+CPOPUL4 I- l ARE , ｡ TON. 

+C1 ,, JNCOME ()0LD+C , 2

BL- l AREA+cPOPUL lC+C . I ATON 

+C1 D+cOF C . 6NCOME ()0L , s FlE+CI , 3

右辺の INCOME.が,市町村民所得である｡式 

(2)は,家森 ･近藤 (2001)で用いられた回帰

式であり,事業所数の代わりに,市町村民所得

を用いている｡式 (3)は,事業所数 と,市町

村民所得の両方が説明変数に含まれている｡市

町村民所得の符号が有意にプラスになる金融機

関は,収益性を考慮 した店舗配置を行っている｡

式 (3)のように,人口や事業所数に加えて,

市町村民所得を説明変数に追加する場合,金融 

-永田･ 2007)では,大手銀行を含めた分析を行っている｡' 石塚 (
市町村の所得統計としては,生産面からみた市町村内総生産と,分配面からみた市町村民所得がある｡本稿

では,市町村内総生産を用いた回帰分析も行ったが,係数は有意にならなかった｡ 
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機関の顧客数だけでなく,顧客の規模 も取 り扱

うことができる｡人口や事業所数は,潜在的な

顧客数 を示 しているが,それ らの顧客の規模 

(所得額や貯蓄額,企業規模)を示 していない｡

市町村民所得は,地域の経済活動を分配面から

みたものであ り,その地域の家計や企業の所得

から構成されている｡市町村民所得が大 きい地

域では,家計が多 くの金融資産を保有 してお り,

企業の規模 も大 きくなる｡このような地域では,

大口預金者や大口の借 り手が存在 している｡市

町村民所得を用いることで,その地域の潜在的

な顧客の規模 も,分析に反映させることができ

る｡ 

3.2.競合関係の分析

先行研究では,郵便局数を被説明変数とした

式 (1)から式 (3)の右辺に,民間金融機関の

店舗数を加えることで,郵便局 と民間金融機関

の店舗の競合関係を分析 している｡本稿でも,

先行研究に従い,以下のような回帰分析を行う｡ 

PBFC+ARE . ｡ ATON, ,0L ,lC A+CPOPUI I + C1 D

+C0FIE+CB , RB+g . 45 FC , 7A+CB ,cBC () 

PB-tC A+3 ATON, . D,c+ARE ,CPOPUL I +COL . 

+CNC .CB , . ,c, , 5J OME+,A+CBB+tBC () 

PB-lC A+JOPUL4I + COL ,.c+ARE ,c) TON. . D

+C0FIE+CNC ,CB ,CBB5 FC , J OME+フA+H . 

+CBC (6)9 ` 

左辺の PB,は,郵便局数である｡右辺のBA,と 

ββ日 月C1は.それぞれ,民間 Aと民間 B,氏

間Cの店舗数である｡

郵便局 と民間金融機関が同 じ市場で競合 して

いる場合 ,郵便局数は,民間金融機関の店舗数

に応 じて決定 される. もし市場規模が一定であ

り,郵便局と民間金融機関が競合 しているなら

ば,その地域の民間金融機関の店舗数が増える

と,郵便局数は減少する｡郵便局 と民間金融機

関が競合 している場合,式 (4)か ら式 (6)に

おいて,民間金融機関の店舗数の符号は有意に

マ イナスになる｡一方,郵便局 と民間金融機関

が,異なる市場で活動 していれば,両者の間に

有意なマイナスの関係はみ られないo'郵便局 と

民間金融機関の競合関係が存在 しているという

ことは,店舗に関 して,｢官業による民業の圧

迫｣が生 じている可能性がある｡ 

3.3.データ

本稿で用いるデータは,2000年度 と2004年度

の ものであるl｡面積や人口,高齢者比率,辛

業所数,市町村民所得は,『鹿児島県統計年鑑』

と鹿児島県庁のホームページから入手 した｡面

積は,2000年 10月1日の数値である｡人口と高

齢者比率は,2000年 10月 1日と2004年 10月 1日

の数値である｡事業所数は,2001年 10月 1日と 

2004年 10月1日の統計である｡市町村民所得は, 

2000年度と2004年度の ものである｡

民間金融機関の店舗数のデー タは,『鹿児島

県統計年鑑』と,利用可能な過去の 『タウンペー

ジ』から集めた｡『鹿児島県統計年鑑』 に,各

市の店舗数が掲載されていたので,それを利用

した｡各町村の店舗数は,『鹿児島県統計年鑑』

には掲載 されていなかったので,利用可能な過

去の 『タウンページ』から調べた｡出張所 と代

理店は,店舗数に含めている｡農協 と漁l鋸 こつ

いては,金融業務を行っている店舗のみを対象

にしている｡『タウンページ』 と比較 した結果, 

これらの年度を選択したのは,利用できる最新の所得統計が,2004年度のものであり,農漁協の店舗数に関

して信頼できる最も古いデータが,2000年度のものであったからである0 
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農協と漁協の店舗数が,『鹿児島県統計年鑑』

に正確に掲載されていないと思われたので,刺

用可能な 『タウンページ』と,鹿児島県信周農

業協同組合連合会と鹿児島県信用漁業協同組合

連合会から提供された資料をもとに,各市町村

の店舗数を判別した｡郵便局数については,当

該年度の 『タウンページ』より集めたが,一時

閉鎖中の郵便局を除いている｡ 

4.鹿児島県の店舗設置状況

表 1は,鹿児島県の各市町村の面積と人口,

高齢者比率,事業所数,市町村民所得を整理 し

たものである｡ 2004年の時点で,鹿児島県は, 

14市と82町村から構成されている5｡市部の面

積は,平均で比較すると,郡部の 2倍である｡

人口については,合計と平均のどちらでみても,

市部は,郡部よりも多い｡平均でみると,市部

の人口は,郡部のおよそ 8倍である｡高齢者比

率 (市町村の総人口に占める65歳以上の人口の

割合)については,郡部は,市部よりも,約 6

%高い｡郡部では,市部と比べて,人口が少な

く,高齢者比率が高いので,過疎化が進んでい

ることがわかる｡市部の事業所数は,合計と平

均のどちらでみても,郡部を大きく上回ってい

る｡市町村民所得についても,合計でみると,

市部の値は,郡部の 2倍近く,平均でみると, 

10倍以上である｡

鹿児島県は離島が多く,全96市町村の中で. 

25市町村が離島にある｡離島の人口は,平均で

みると,県本土の 3分の 1であるが,高齢者比

率は,県本土と比べても,それほど高くはない｡

離島と県本土の事業所数と市町村民所得を比べ

ると,平均では,離島の事業所数は,県本土の 

4割程度であり,市町村民所得は,およそ 2割

である｡

これらの傾向は,2000年度と2004年度のどち

らにも共通 している｡市部や県本土は,郡部や

表 1 鹿児島県の統計指標

県本土 71 6,700.931,595,833.001,583,369.00 28.70 30.9478,784.0071,662.0038,201.5735,805

平均 94.38 22,476.52 22,30097. 1,109.63 1,009.32 538.05 504

.43

.30

面積の引立は平方キロメー トルO高齢者比率はパーセント表示O市l"村民所得の単位は鯨円｡T

面積は2000年10月tElの数値であるO

人口と高齢者比率は,2000年 L月L 0/年 1月l]O 日と201 0 Eの数値であるD

事業所数は2001年10月1日と,2004年10月1日の数値である｡ 

-'これは榊 Il一村合併前の数字であり,2007年10月現在では,17市と31m川摘､ら構成されている. 
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表 2 業態別店舗数 

年度0002

郵便局

68

70.

258

184.

423

51.

529

74.

152

60.

金
関

9

C民間
融機

6 690

6 71.9

4 382

3 272.

2 308

1 37.6

2 606

5 85.4

84

6 33.6

民間 

23

2 24.

10

1 74.

13

8 16.

20

44 28.

34

6 13.

漁協

40

04.

17

12.

23

02.

31

0.

9

03.

協

6

4

1

9

3

1

1

0

B 農

1 19

0 20.

7 87

7 62.

10

2 13.

9 17

2 24.

25

8 10.

民間 

21

22.

12

90.

84

10.

17

25.

32

12.

5

l

9

4

l

5

2

労働
金庫

14

01.

l

07.

3

00.

l

01.

3

01.

0

1

4

5

6

信用
組合

67

07.

31

22.

36

04.

53

07.

14

05.

0

5

7

5

5

2

0

信用
金庫

13

13.

85

60.

45

05.

11

16.

15

06.

A

5

1

2

6

2

尽間 

235

7 24.

143

0 102.

92

8 11.

217

2 30.

18

4 07.

_Jr4牙;一
地銀
--

64

06.

49

35.

15

01.

58

08.

6

02.

1

8

1

4

9

4

8

地方 
銀行

17

17.

94

67.

77

09.

15

22.

12

04.

8

7

0

l

0

大手
銀行

8

00.

8

05.

0

00.

8

0l.

0

00.

町

1

市
村数

96

14

82

7

25

県全体 

平均 

市部 

平均 

郡部 

平均 

県本土 

平均 

離島 

平均 

3

3

5

5

4

9

6

8

8

1

2

大手銀行は.都市銀行と信託銀行である｡

民間Aは,地方銀行と第二地方銀行である｡

民間Bは.信用金庫と信用組合,労働金庫である｡

民間Cは,農協と漁協である｡

民間金融機関は,大手銀行と民間A,民間B,民間Cである｡

離島よりも,人口が多 く,高齢者比率は低い｡ 島の店舗数は大 きく減少 していると思われる｡

また,事業所数 も多 く,市町村民所得 も高い｡ 表 2は,金融機関の店舗数を整理 したもので

郵便局

680

70.

258

184.

422

51.

528

74.

15

金
関

7

C民間
融機

5 646

4 67.3

351

6 250.

6 295

4 36.0

0 561

4 79.0

85

民間 

21

2 22.

89

1 63.

12

8 15.

18

4 25.

35

lr

40

04.

17

12.

23

02.

31

04,

9

5

2

4

3

6

9

0

B 農 協 

8 17

6 18.

1 72

4 51.

10

4 12.

6 14

4 21.

26

民間 

19

20.

12

86.

77

09,

16

23.

32

5

9

4

5

労働
金庫

14

01.

ll

07.

3

00.

ll

01.

3

0

7

5

2

信用
組合

58

06.

29

20.

29

03.

44

06.

14

6

1

9

5

1

6

信用
金庫

12

13.

81

57.

45

05.

11

i5.

15

A

6

4

2

4

尽間 

227

23.

135

96,

92

11.

209

29.

18

5

6

8

9

第二
地銀

62

06.

47

33.

15

01.

56

07.

6

5

2

9

4

3

5

地方
銀行

16

6 17.

88

3 62.

77

0 09.

15

8 2°1.

0 12

町 大手
銀行

6

00.

6

04.

0

00.

6

00.

市
村数

96

14

82

71

25

県全体 

平均 

市部 

平均 

郡部 

平均 

県本土 

平均 

離島 

00002 年度と2

8

ある｡2 

人口は減少 し,高齢者比率が上昇 している｡ま ぞれ , 681と60であ り,最 も店舗数が多い｡ 

40年度を比較すると,県全体で, 0000 年度 と2 40年度の郵便局数は,それ

た,事業所数と市町村民所得 も減少 している｡ 4002 年度には,郵便局数が,民間金融機関の総

0002

これより,2

年度 と比べると,減少 していると考えられ

400 年度の民間金融機関の店舗数は, 店舗数を上回っている｡民間金融機関の店舗の

半数以上は,市部に設置されているが,郵便局

400県本土よりも小 さいので,2 年度の郡部や離 

-

る｡さらに,郡部や離島の経済規模は,帯部や の 6割以上は,郡部に配置 されている｡また,

- 7
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置されているが,郵便局の 2割以上は,離島に

設置されている｡郵便局が,民間金融機関より

も,郡部や離島に多く設置されているのは,郵

便事業の関係で,各地域に一定数の郵便局を設

置することが必要になるからである｡

民間金融機関の中で,最も店舗数が多いのが,

農協であり,二番目が,地方銀行である｡農協

と地方銀行 ,信用金庫の店舗数は, 100店を超

えている｡民間A(地銀や第二地銀)や民間B 

(信金や信組,労金)の店舗数をみると,市部

や県本土に多くの店舗が設置されていることが

わかる｡民間Aと民間Bは,全店舗の約 6割を 

fr一｢に配置 している｡そして,民間Aの店舗のl書''

9割以上と,民間Bの店舗の 8割以上は,県本

土に設置されている｡逆に,民間C (農協や漁

協)は,全店舗の 6割以上を郡部に設置してい

る｡郡部は,市部よりも,農漁業の従事者や事

業所が多いので,民間Cの店舗の多くが,郡部

に設置されている｡ただし,平均すると,郡部

や離島よりも,市部や県本土に多くの店舗が設

置されている｡このような店舗展開の傾向は, 

2000年度と2004年度の両方に観察される｡ 

2000年度から2004年度にかけて民間金融機関

の店舗数は,44店減少した｡大手銀行と地方銀

行,第二地銀,信用金庫,信用組合,農協の店

舗数の減少分は,そjLぞれ,2店と6店,2店, 

4店. 9店,21店である｡これらの減少分のう

ち,地方銀行と第二地銀,信用金庫の減少分は,

すべて市部の店舗である｡信用組合は,市部と

郡部で,それぞれ,2店と7店の店舗を閉鎖 し

た｡農協の削減数は,市部で15店,郡部で 6店

である｡鹿児島県の場合,信用組合や農協以外

の民間金融機関は,経済的要因の指標が高い市

部の店舗を閉鎖 し,低い郡部の店舗を存続させ

ている｡また,稚島については,2000年度から 

2004年度にかけて,店舗は閉鎖されなかった｡

鹿児島県内で民間金融機関が閉鎖 した店舗は,

すべて県本土の店舗であった｡

表 3は,各業態の店舗が設置されていない市

町村数 (各業態の店舗数がゼロの市町村数)を

示 したものである-'｡郵便局は,すべての市町

村に設置されており,大手銀行は,鹿児島市に

のみ設置されている｡民間金融機関の店舗は,

雄鳥の一部を除いて,ほとんどの市町村に,最

低 1店設置されている｡店舗数が多い地方銀行

や農協は,ほとんどの市町村に店舗を設置して

いるので,店舗を設置 していない市町村数も少

なくなる｡ 一万,第二地銀や信用組合等の店舗

数は多くないので,店舗を設置 していない市町

村数も多くなる｡ほとんどの民間金融機関は,

各市に最低 1店ずつの店舗を設置 しているが,

郡部においては,店舗を設置 していない町村数

が多くなる｡また,県本土と離島を比べると,

店舗数がゼロの市町村の割合は,離島のほうが

高 くなる｡ 

2000年度と2004年度を比べると,信用組合以

外の金融機関については,店舗を設置 していな

い市町村数は変化していない｡信用組合につい

ては,県本土の郡部で店舗数がゼロの町村が, 

5町村増えた｡表 2と表 3より,鹿児島県の場

令,民間金融機関の店舗数は減少 しているが,

ほとんどの金融機関は,複数の店舗を設置 して

いる市部で,一部の店舗を閉鎖 していることが

わかる｡民間金融機関は,郡部や離島の店舗を 

Ot一先行研究では,ノLLT密度を基準に整理しているものもある 鹿児島県の場合,鹿児島市以外の市町村の人口

密度が,1平方キロメートルあたり500人以下であるので,本稿では,人口密度を基準にした整理を行ってい

ない｡ 

- 8-
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表 3 各業態の店舗が設置されていない市町村数 (各業態の店舗数がゼロの市町村数) 

2000年度

村数 銀行 銀行 地銀 金庫 組合 金庫 融機関

県全体 96 95 

3 

2 

19 

0 

91

67 

6

17 

0 

7 1

0 

7 

42 

4

53 

0 5 

2 48 

84 

7

5 

9 

29 

2

0 

9 

6 62 

0 

6 6

2 

0 

4 

0 

6 

2 

1

3 

0 

3 

0 

3 

0 

0 

0 

3 

3

0

3

市部 14 1

郡部 82 8

県本土 71 70 

l 

9 

5 

0 

5

48 

･ 

5 

0 
18 

0 

5 

29 

2

39 

0 

9 3

4 

5 

62 

5

5 

7 

19 

1

0 

9 

0 46 

0 
0 4

市部 12 l

郡部 59 5

離島 25 25 

2 

3 

14 

1

0 

4 

19 

1

12 

0 
9 1

0 

2 

13 

1

14 

0 

3 1

1 

3 

22 

2

0 

2 

10 

1

0 

0 

6 16 

0 

6 

市部 2 

郡部 23 2

市町
村数

大手
銀行

地方
銀行

第二
地銀

民間A 信用
金庫

信用
組合

労働
金庫

民間B 農 協 漁協 民間C 民間金
融機関

3 

2 1

0 

9 6

0 

7 1

0 

7 4

0 

2 5

5 

3 7

5 

9 3

0 

4 

0 

6 6

2 

0 

0 

4 

3 

0 

0 

3 

0 

0 

0

3

市部 14 1

郡部 82 8

県本土 71 70 

9 

5 

5 

48 

48 

5 

5 

29 

29 

44 

40 

62 

57 

24 

24 

0 

0 

46 

4郡部 59 5

維島 25 25 

2 

14 

0 

19 

0 

12 

0 

13 

0 

14 

1 

22 

0 

10 

0 

6 

0 

16 

市部 2 

大手銀行は,都市銀行と信託鈍行である｡

民間Aは,地方銀行と第二地方銀行であるO

民間 Bは.信FH金庫と信用組合,労勘金庫である｡

民間Cは.農協と漁協である｡

民間金融機関は,大手鈍行と民間A,民間B.民間Cである

なお.郵便局はすべての市町村に設置されているLl

維持する一方で,県本土の市部の店舗を閉鎖 し

ている｡これは,収益性の高い地域の店舗を閉

鎖 し,収益性の低い地域の店舗を維持 している

ことになり,民間金融機関の店舗展開が,経済

性だけでなく,公共性 も反映 している可能性を

示 しているO 民間金融が,市部 と郡部では,輿

なる店舗展開を行っている可能性があるので,

本稿では,県全体のデータによる分析だけでな

く,郡部のデータのみを用いた分析 も行 う｡ 

0

3

0

0

0

3

0

3

0

0

5.分析結果

表 4と表 5は,金融機関の店舗設置の回帰分

析の結果を示 している｡Whieテス トにより検t

定 したところ,ほとんどのケースで不均一分散

が検出された｡そこで,本稿では,t値を計算

するときに,Whieの不均一分散一致推定量をt

用いている｡ 

- 9-
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表 4A 民間 A 

2000年度

表 4 店舗配置の実証結果 (県全体 )

求(1) 式(2) 式(3)

推定値 t値 p値 推定値 [値 p値 推定値 t値 p値

定数 -3.066180-3.896920● ‥[.000]-2.085160-2.228920‥ [.028]-1.574150-2.130720‥ [.036]

面積 -0.003192-1.271880 [.207] 0.000028 0.011544 [.991]-0.000576-0.243069 [.809]

人口 0.000114 1.983400" [.050]一0.000041-0.531897 [.596]-0.000124-2.145710● ●[.035]

高齢者比率 0.094578 3.925460日 '[.000] 0.073349 2.747490' Hl.007] 0.060826 2.798250日●[,006]

事業所数 0.001006 0.930948 [.354] 0.001324 1.994340日 [.049]

市町村民所得 0.007282 2.699570+ …[.008] 0.007713 3.123910日事[.002]

自由度修正損み決定係数 09951 .963 .918. 03 0921 0936

2004年度

式(1) 式(2) 式 (3)

推定値 [借 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 -2..387270-3.143420… [.002]-0.878402-1.644840 [.103]-0.606837-1.321410 [.190]

面積 10.002080-1.004190 [,318] 0.002666 2.027690‥ [.046] 0.002071 1.527700 [.130]

人口 0.000079 1.547810 [.125] -0.000088-2.546850日 [.013]-0.00012713.80951 0 日 '[.000]

高齢者比率 0.071409 3.368640日'[.001] 0.034214 2.287600日 [.024] 0.027873 2.203580日 [.030]

事業所琴 0.001484 1.443650 [.152] 0.001008 1･678070I [.097]
市町村民所得 0.008695 7.013380日一[.ooo] 0.008307 6.212720日'[.000]

自由度修正損み決定掠放 0.991239 0.994507 0.994810

民間Aは,地方銀行と第二地方銀行である｡ 
…. ●̀.◆は.それぞれ 1%,5%,10%水準で有意であることを示している｡ 

5.1.店舗設置と経済性の分析結果 (1):県 有意にプラスであった｡さらに,2004年度では,

全体の分析 面積が , 5%水準で有意にプラスになり,人口

表4Aは,民間A (地方銀行と第二地銀)の が,5%水準で有意にマイナスになった｡人口

実証結果である｡先行研究と同 じ式 (1)では, が有意にマイナスであり,高齢者比率が有意に

高齢者比率が,両方の年度において,1%水準 プラスであることは,人口が少なく,高齢者の

で有意にプラスであり,人口は,2000年度に, 多い地域に店舗を設置 していることになる｡こ

5%水準で有意にプラスになった｡高齢者比率 れは,過疎地の多い郡部や離島の店舗を維持 し

と人口は,デモグラフィックな要因であるので, ていることを意味 しており,地方銀行や第二地

民間Aの店舗展開が,経済性だけでなく,公共 銀は,収益性のみならず,公共性 も考慮 した店

性に基づいている可能性がある｡ 舗展開を行っていることがわかった｡

事業所数ではなく,市町村民所得を用いた式 事業所数 と市町村民所得 を用いた式 (3)で

(2)では,2000年度に,高齢者比率と市町村民 は,両方の年度において,市町村民所得が, 1

所得が, 1%水準で有意にプラスになった｡ %水準で有意にプラスであった｡事業所数は, 

2004年度では,市町村民所得は, 1%水準で有 2000年度には 5%水準で,2004年度には10%水

意にプラスであり,高齢者比率は, 5%水狸で 準で,有意にプラスであった｡高齢者比率は,

- 10
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表4B 民間 B 

2000年度

式 (1) 式 (2) 式 (3)

推定値 t値 p値 推定値 t値 p値 推定値 【値 p値

定数 -0.157496-0.260413 [.795]-1.716090 -2.16962H [.033]-0.646453-1.101520 [.274]

面積 -0.000634-0.417789 [.677]10.000226-0.145826 [.884]-0,001492-0.887406 [.377]

人口 一0.000027-0.614652 [.540] 0.000224 2.98586" +[.004] 0.000051 0.982547 [.328]

高齢者比率 0.006367 0.361533 [.719] 0.043639 1.94566● [.055] 0.017427 1.024690 [.308]

事業所数 00085 3593 '. ]	 .27 .190 ‥[000]. 27 .190"[00L	 00071 4405 ' .

市町村民所得	 -.040 1392 .9] 00057 1443 [160033 -.07 [14-. 22 -.690 .4] 

I
自由度修正讃み決定係数 .840	 .823 .87740971 0936	 09 6

2004年度

式 (1) 式 (2) 式 (3)

推定値 t値 p値 推定値 亡値 p値 推定値 t値 p値

定数 0.222709 0.350425 [.727]-1.646230-2.440720日 [.017]-0.657511-1.343360 [.183]

面積 -0.000486-0.321099 [.749]-0.000373-0.250150 [.803] -0.002538-1,600820 [.113]

人ロ ー0.000053-1.278980 [.204] 0,000192 3.076470‥●[.003] 0.000049 1.503430 [.136]

高齢者比率 -0.002661-0.157066 [.876] 0.041948 2.244270日 [,027] 0.018862 1.414940 [.161]

事業所数 00046 4113 '. 0	 00061 5713 +. ]. 33 .470日[00] . 37 .620"[000

市町村民所得 -.061 1108 [27-. 40 2911 日 '.40029 -.940 .3] 000171.270 [00]

自由別宴 095	 0995 0968正済み決定係数 .8699 .741 .891

民間 Bは,信用金庫と信用組合,労働金庫であるっ

叫,也,●は.それぞれ l%. 5%.lo/oo水準で有意であることを示 しているO 

2000年度には 1%水準で,2004年度には 5%水 働金庫)の分析結果である｡式 (1)では,両

準で,有意にプラスになった｡人口は,2000年 方の年度で,事業所数のみが,1%水準で有意

度には 5%水準で,2004年度には 1%水準で, にプラスであり,民間Bが経済性に基づいた店

有意にマイナスになった｡式 (3)の分析結果 舗展開を行っていることがわかった｡式 (2)

ち,民間Aが,収益性だけでなく,公共性 も考 では,両方の年度において,人口が,1%水準

慮 した店舗展開を行っていることを示している｡ で有意にプラスになり,高齢者比率は,2000年

ただし,式 (3)は,式 (2)と異なり,民間A 度では10%水準で,2004年度では 5%水準で,

が,両方の年度で公共性 も考慮 した店舗展開を 有意にプラスになった｡式 (2)の結果から,

行っていることを示している｡以上の結果から, 民間Bは,公共性に基づいた店舗展開を行って

地方銀行と第二地方銀行は,収益性を考慮 した いるが,個人顧客に配慮 した店舗展開を行って

店舗展開を行っているが,郡部や離島の店舗を いるともいえる｡

維持 しているように,公共性 も考慮 している可 式 (3)では,事業所数が.両方の年度で, 

能性が示された｡この可能性は,2000年度より 1%水準で有意にプラスになり,市町村民所得

ち	,2004年度に,より強 く示された｡ は,2004年度に, 1%水準で有意にマイナスに

表 4Bは,民間 B (信用金庫 と信用組合,労 なった｡経済的要因の符号が正反対になったの 
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は,民間Bが協同組織金融機関であるからだと

思われる｡協同組織金融機関の主要な顧客は, 

′｣､口預金者や中小企業であり,大口預金者や大

企業ではない｡中小企業の多い地域の店舗数を

増やすことが重要になるので,民間Bは.事業

所が多い地域に多 くの店舗を設置 しようとする

が,市町村民所得が高 く,大口預金者や大企業

が多い地域への店舗設置には消極的になる｡以

上の結果より.信用金庫や信用組合,労働金庫

は,経済性に基づいた店舗展開を行っているこ

とがわかった｡ただし,民間Bも,民間Aほど

ではないが,公共性を考慮 している可能性もあ

る｡

表4Cは,民間C (農協と漁協)の実証結果

である｡式 (1)では,両方の年度において,

高齢者比率は, 5%水準で有意にプラスであり,

表 4C 民間 C 

2000年度

事業所数は,10%水準で有意にプラスであった｡

民間Cも,経済的要因を考慮 した店舗展開を行っ

ている｡式 (2)では,高齢者比率のみが,2000

年度には 1%水準で,2004年度には 5%水準で,

有意にプラスになった｡式 (3)では,両方の

年度で,高齢者比率と事業所数が,それぞれ, 

5%水準と10%水準で,有意にプラスであった｡

農漁協の店舗数と事業所数の間に有意な関係

があり,市町村民所得との間に有意な関係がみ

られないのは,農協や漁協は,農業や漁業に従

事 している個人や,関連の事業所に対 して金融

サービスを提供することを目的にしてお り,そ

の地域の所得水準を考慮 していないからだと思

われる｡農漁協の店舗数と高齢者比率の間に有

意なプラスの関係があるのは,農業や漁業が盛

んな地域の多 くが郡部にあり,高齢者比率が高

求 (1) 式 (2) 式 (3)

推定値 亡倦 p値 推定値 亡値 p倦 推定値 L値 p値

定数 -0.462629-0.575196 [.567]-1.404930-1.469450 [.145]-0.717119-0.875130 [.384]

面積 -0.001313-0.657649 [.512]-0.000945-0.409726 [.683]-0.001759-0.768869 [.444]

人ロ ー0.000007-0.119488 [.905] 0.000144 1.447820 [.151] 0.000034 0.385292 [.701]

.437 2 1 . ] 0 1 . 9 日 [00] 0 0 . 1 07高齢者比率 0094 .13070日 [036 .07959 273780,'. 7 .05514 243750日 [.1]

事業所数 0.001836 i.689850* [.094] 0.OO1782 1,659810♯ [.100]

市町村民所得 -.086-.494 .8] 00036-.051 .8]0019 0537 [58 -. 11 0448 [67

自由度帽正済み渥E係数 0.932147 0.928738 0.931648 

2004年度

式 (1) 式 (2) 式 (3)

推定値 し値 p伯 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 -0.369023-0.659433 [.511]-0.586302-0.779399 [.438]-0.153559-0.250745 [.803]

面積 -0.000885-0.551440 [.583] 0.000565 0.327538 [.744]10.000383-0.225627 [.822]

人ロ ー0.000002-0.043671 [.965] 0.000036 0.683199 [.496]-0.000027-0.485640 [.628]

高齢者比率 0014 . 90書 . ] 0068 .310日 [08 .3677 2179 .3].495 26119 手[011 .471 2265 .2] 006 .880日 [01

事業所致 0016 I893 ' .7] .067 .590書 [03.064 .060 [04 0010 1709 .8]

市町村民所得 0.001625 0.865162 [.389] 0.001005 0.527633 [.599]

自EEI 正涜み決定係数 .557 .554 .523劇委 0973 0943 0975

民間Cは.農協と洲 .jJJJ''である｡ 

II .'は.それぞれ 1 /,1%水唯で有意であることを示 している｡.,～ %,50. 0
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いことを反映 しているか らである｡

表 4Dは,郵便局の分析結果である｡式 (1)

では,両方の年度で,面積が , 1%水準で有意

にプラスであった｡人口は , 2004年度 において

のみ , 10%水準 で有意 にプラスであった｡ 2000

年度では,人口は有意ではなかったが,郵便局

の配置が,デモ グラフィックな要因に依存 して

いることが示 された｡

式 (2)では,両方の年度 で,面積が, 1%

水準で有意 にプラスであ り,人仁げ ,5%水準

で有意 にプラスであ った｡ 市 町村民所得 は, 

2004年度 においてのみ , 10%水準で有意 にマ イ

ナスであ った｡式 (3)ち,式 (2)と同様 に,

両方の年度で,面積 と人口が,それぞれ 1%水

準 と 5%水準で,有意にプラスにな り,市町村

民所得は , 2004年度 においてのみ , 10%水準で

表 4D 郵便局 

2000年度

有意にマ イナスであった｡

面積のみが ,両方の年度のすべての回帰式で ,

有意にプラスになったのは,郵便事業 を反映 し

ているか らだ と思われるQ郵便事業 を行 うには,

全国各地に郵便局を設置することが必要であ り,

その地域の面積 に応 じて,郵便局が配置 されて

いる｡ 

2004年度において,市町村民所得が .有意に

マ イナスになったことは,郵便局は,所得水準

が相対的に低 く,民間金融機関が店舗設置 に消

極的になる地域 に,積極的に設置 されてお り,

国民に幅広 く金融サー ビスを提供 している可能

性 を示唆 している｡人口 との間にも有意なプラ

スの関係があるので,郵便局は,公共的な観点

か ら設置 されていることがわかった｡

市町村民所得の符号が,有意にマイナスであっ

式(1) 式(2) 式(3)

t推定値 値 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 3.678500 2.457330* [.016] 0.438439 0.244229 [.808] 1.049100 0.607501 [.545]

面積 0.030 70 2 4.741040 *Hl.000] 0.026816 5.642 670 日 '[.000] 0.026093 5.255950*H[.000] 

^El 0.000030 0.39180g l.696] 0.000547 2 .241970H l.0 2 7 ] 0.000449 2.016 240H l.0 4 7 ]

高齢者比率 -0.073003-1.441150 [.153] 0,001442 0.032291 [.974]10.013522-0.300068 [.765]

事業所数 0.002143 1.468720 [.145] 0.001582 0.843372 [.401]

市町村民所得 -0.014107-1.651070 [.102]-0.013592-1.615690 [.110]

自由 l紬決/l散 .216 .308 .322度修Ii 'ii系 0979 0949 0940

2004年度

求 (1) 式(2) 式 (3)

推定値 t値 p値 推定値 亡値 p値 推定値 亡値 p値

定数 3.404430 2.724460日 'LOO8]10.402683-0.212162 [.832] 0.026641 0.014281 [.989]

面積 0.032370 4.526660… [.000] 0.025434 5.172370H [̀.000] 0.024494 4.820630日 '[.000]

人口 0.000108 1.792720' [.076] 0.000561 2.254390♯ '[.027] 0.000499 2.060380日 [.042]

高齢者比率 -0.064409-1.542770 [.126] 0.028211 0.698850 [.486] 0.018186 0.447685 [.655]

事業軒数 0.000692 0.572895 [.568] 0.001594 0.755569 [.452]

市町村民所得 -0.015144-i.679980+ [.096]-0.015759-i.713770' [.090]

自由度修正済み決/係数 .22 0934 0932f .' 09481 377 .370 

q l, I,1は,それぞれ lO0 /,1%水準で有意であることを示しているo/, 5O0 0
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たことは,郵便局の配置が,郵便貯金業務の観

点からみると,非効率であることを示している

かもしれない｡ しかし,郵便貯金には一人当た

り1000万円までという上限が課されているよう

に,郵便局の (金融業務における)主要な顧客

が,少額貯蓄者であることを考慮すると,別の

解釈も可能になる｡市町村民所得の高い地域で

は,所得水準が高く,大口預金者が多くなるの

で,郵便貯金の利用者は少ないかもしれない｡

潜在的な顧客が少ない地域に,多くの郵便局を

配置しても,収益は見込めない｡むしろ,市町

村民所得の高い地域の郵便局を閉鎖することが,

効率的になるかもしれない｡さらに,人口が有

意にプラスであったことも考慮すると,郵便局

の現在の配置状況は,より経済的であると考え

られる｡人口が多く,市町村民所得が低い地域

は,少額貯蓄者が多数存在 しており,郵便貯金

の需要が多い地域になる｡このような地域に,

多くの郵便局が配置されていることを考慮する

と,郵便局の現在の配置は,経済的であるとい

える｡ 

5.2.店舗設置と経済性の分析結果 (2):那

部のみの分析

表 5は,鹿児島県の郡部のデータのみを用い

た分析の結果である｡すべての回帰式の自由度

修正済み決定係数が,表 4に比べると,大幅に

低下している｡特に,民間Cの自由度修正済み

決定係数は, 0.1を下回っている｡回帰式のあ

てはまりがよくないことは,郡部の店舗配置が,

表 5 店舗配置の実証結果 (郡部のみ)

表 5A 民間 A 

2000年度

式 (1) 式 (2) 式 (3)

推定値 t値 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 -0.689217-i.348400 [.181]-0.574918-1.071230 [.287]-0,751494-1.602170 [.113]

面積 0.001648 i.035920 [.303] 0.003417 2.682820tH[.009] 0.001829 1.351810 [.180]

人口 0.000056 i.827450書 [.072]10.000038-0.682812 [.497]-0.000158-2.518390‥ [.014]

高齢者比率 0.021613 1.591980 [.115] 0.023102 1.691360+ [.095] 0.028666 2.354890H l.021]

事業所数 0.001171 i.609030 [.112] 0.001737 2.955190日'[.004]

市町村民所得 0.005901 2.597010日 [.011] 0.008563 3.607460‥ +[.00]]

自由度修正消み決定係数 052 0545 0640.8522 .867 .253 

2004年度

式 (1) 式 (2) 式 (3)

推定値 t値 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 10.646836-1.263510 [.210]10.467183-0.867460 [.388]-0.679086-1.460380 [.148]

面積 0.001314 0.840778 [.403] 0.003461 2.776320日 '[.007] 0.001540 1.134130 [.260]

人口 0.000039 1.187650 [.239]10.000085-1.250380 [.215]10.000206-2.859320書目[.005]

高齢者比率 0.020243 1.545520 [.126] 0.019989 1.493160 [.139] 0.026310 2.179190日 [.032]

事業所数 0.001732 1.982330' [.051] 0.002188 3.245810書 目[.002]

市町村民所得 0.008491 2.668480… *[.009] 0.010933 3.377080H'[.001]

自由度修正損み決定係数 .854 0.875 0.3L20541 509 619

民間Aは,地方銀行と第二地方銀行である｡ 

.,'は,それぞれ l/､5/.1%水準で有意であることを示 している｡I O0 00 0
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表5B 民間 B 

2000年度

式日 ) 式(2) 式(3)

推定値 t値 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 -0.640111-1.004610 [.318]-0.322616-0.517286 [.606ト 0,612929-0.966081 [.337]

面積 -0.003036-i.721170+ [.089]-0.000503-0.328945 [.743]-0.003115-1.813940I [.074] 

^Fr -0.000004-0.144259 [.886] 0.000288 3.721290"'[.000] 0.000090 I.021110 [.310]

高-#割 ,t* 0.019809 1.103130 [.273] 0.007583 0.428533 [.669] 0.016731 0.922241 l.359]

事業所数 0.003102 3.782320H'[.ooo] 0.002855 3.154500' "[.002]

市町村民所得 -0.00811∠卜 2.395820… [.019]-0.003738-I.238910 [.219]

自由既修摘 み決定除数 0.521760 0.442584 0.521863 

2004年度

求 (1) 式(2) 式(3)

推定値 t値 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 -0_571161-0.945430 [.347] -0.211172-0.365988 [.715]10.540120-0.957302 [.341]

面碍 10.003539ll.995950" [.049]-0.000774-0.494858 [.622]-0.003757-2.215160H [.030]

人ロ ー0.000032-1.207300 [,231] 0.000392 4.630700日*[.000] 0.000205 2.114190日 [.038]

高齢者比率 0.019219 1.208930 [.230] 0.003567 0,239139 [.812] 0.013380 0.882917 [.380]

事業所数 0.003835 3,98951 0 H ■LOOO] 0.003396 3.248100日*[.002]

市町村民所得 -0.014313-3.517070* ‥[.001]-0.010523-2.743500… ■[.008]

自由度修正損み決定係致 .660 0.0335 .49010472 4 6 0 70

民間Bは,信用金庫と信用組合.労働全館である｡

叫,〟, は̀,それぞれ 1%. 5%.10%水蝶で有意であることを示しているO

本稿で取 り上げた要因だけでは説明できないこ 郡部においても,民間Aは,経済性だけでなく,

とを示している｡ 公共性も考慮 した店舗展開を行っている可能性

表 5Aは,尽間A (地銀と第二地銀)の分析 がある｡

結果である｡式 (1)では, 2000年度には,人 表 5Bは,民間 B (信金と信組,労金)の分

口が有意にプラスであり,2004年度では,事業 析結果である｡式 (1)では,県全体のデータ

所数が有意にプラスであった｡式 (2)では. を用いた場合と同株に,事業所数は有意にプラ

面積と市町村民所得が,両方の年度で有意にプ スであったが,面積が有意にマイナスになった｡

ラスであり,高齢者比率は,2000年度にのみ, 民間Bは,経済性を強く反映した店舗展開を行っ

有意にプラスであった｡店舗数と面積との間に ていることが示された｡式 (2)では,両方の

有意な正の関係があることは,民間Aが,公共 年度で,人口が有意にプラスであり,市町村民

的な店舗展開を行っている可能性を示している｡ 所得が有意にマイナスであった｡民間 Bは,主

式 (3)では,人口が有意にマイナスであり, 要な顧客である小口預金者が多数存在する地域

高齢者比率と事業所数,市町村民所得が有意に に,多くの店舗を配置 しており,収益性を追求

プラスであった｡式 (3)からは,県全体のデー した店舗展開を行っている｡式 (3)では,両

タを用いた表 4Aの分析と同じ結果が得られた｡ 方の年度で,面積が有意にマイナスであり,辛 
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業所数が有意にプラスであった｡また,2004年

度では,人口が有意にプラスになり,市町村民

所得が有意にマイナスであった｡民間 Bは,小

口預金者や中小企業に配慮 した店舗展開を行っ

ている｡表 4Bと表 5Bより,民間 Bは,県全

体での店舗配置については,公共性 もある程度

考慮 しているが,郡部での店舗配置については,

収益性を非常に重視 していることがわかった｡

表 5Cは,民間 C (農協や漁協)の分析結果

である｡回帰式の自由度修正済み決定係数は,

非常に低 く,2004年度の分析では,有意な変数

が存在 しない｡民間 Cの郡部の店舗展開は,本

稿で取 り上げた要因だけでは,説明できない｡

式 (1)では,高齢者比率が有意にプラスであ

り,式 (2)では,人口が有意にプラスであ り,

市町村民所得が有意にマイナスであった｡式

表 5C 民間 C 

2000年度 

(3)では,高齢者比率が有意にプラスであ り,

市町村民所得が有意にマイナスであった｡

表 5Dは,郵便局の分析結果である｡表 4D

と同様に,面穫は,両方の年度のすべての回帰

式で,1%水準で有意にプラスであった｡さら

に,式 (1)と式 (3)では,両方の年度で,事

業所数が ,1%水準で有意にプラスであったo

式 (2)では, 2000年度にのみ,人口が. 5%

水準で有意にプラスであり,市町村民所得が, 

10/水準で有意にマイナスになった｡事業所数0O

が有意にプラスであったことから,郡部におい

ては,郵便局の配置は,郵便事業の観点から決

定されている可能性がある｡ 

5.3.郵便局と民間金融機関の競合関係

表 4と表 5の分析結果によると,民間金融機

式 (1) 式(2) 式(3)

推定値 亡値 p値 推定値 亡値 p値 推定値 亡値 p値

定数 10.322276-0.447887 [.655]-0.129175-0.167438 [.867]-0.260734-0.361540 [.719]

面積 -0.000141-0.064596 [.949] 0.000865 0.474349 [.637]-0.000319-0.145375 [.885]

人ロ ー0.000003-0.056558 [.955] 0.000300 2.738920日 *[.008] 0.000210 1.434680 [.155]

高齢者比率 0088 .780日 [01 .2466 14622 [18 .362 1736 .9].351 2043 .4] 007 .2 0 .5] 001L .050+ [03

事業所数 00083 1595 [13 00024 1012 [30. 15 .580 .2] . 19 .290 .1]

市 I1丁 -.145-.180… [04 -. 86 17005 .9]l村民所得 0004 2306 .2] 00042-. 30+ [03

自EEl劇萎正満み決完係数 0.081895 0.092722 0.093794 

2004年度

式(1) 式(2) 式(3)

推定値 亡値 p値 推定値 t値 p値 推定値 t値 p値

定数 04006 .2992 .3] 0573 .3009 .0] 04044 .458 .2]. 84 06 1 [51 .483 08 4 [49 .1 2 0613 [53

面積 -. 13 0550 [50 -.0005 0033 [93 -. 10 -.157 .4]00025-.898 .6] 0 07-. 799 .7] 00033 0619 [53

人口 -.00000 0075 [92 .0004 .800 .7] 0 08 0549 [620 5-.998 .2] 0 16 1356 [10 .0006 .225 .0]

高齢者比率 0019 .870 .0] 005 .110 .6] 0099 .450 .5].239 1241 [23 .1499 0905 [36 .158 1189 [24

事業所数 000 4 1104 [24 00048 1019 [30. 155 .520 .5] . 11 .240 .1]

市町村民所得 -.080-.799 . 4 -. 34 -,475 . ]0043 0924 [33] 00027 0629 [522

自[[渡修正済み決定係数 .715 .551 .6380027 0046 0040

民間Cは.農協と漁協である. 
1," .,''は,それぞれ1%,5/.10%水準で有意であることを示している00 0 
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表 5D 郵便局 

2000年度

式 (i) 式 (2) 式 (3)

t偵 p仙 椎定価 t佃 p値 推定伯 し佃 I)価

定数 -0.381964-0.290840 [.772] 0.′1t,t623 0.2977L8 [.767]-0.327417-0.246975 ｢.806] 

面積 0.017L87 3.383860日'[･001] 0.O2397′1 1.′日1660日 '[.000] cLO17029 3./16:3050書 目 [.001] 

人口 一0.000067-I.3し11090 [.181] 0.000650 2.1:】5380日 [.017] 0.000122 0.∠t朋275 [.66:3] 

高齢者比率 0.03916.-i I.i-,18000 [.255] 0.ooR6粥 0,2321.ljL [.SL7] 0.0:ミ2985 0.95929H L340Jl 

事業所数 0.008088 IL567870… [.ooo] O.00759:3 Ll,08り660‥*LO001 

市町村艮所得 -0.019I39ll.71日920キ LC)(qLJ]-0.00750O-0.68710.1 [:抄t] 

0. 0L 0.598.3自由彦根 清新焼 結款 0.572268 500 2 6 5

2004年度

式(1) 式(2) 式(3)

推 定値 t値 p値 推定値 t佃 p偵 推 (/JE値 L値

定数 0.109557 0.085008 [.932] 0.912042 0.632046 [.529] 0.102047 0.079229 [､937] 

面積 0.018618 3.2769′10 … [.0 02] 0.026014 4.307620 *‥[.000] 0.0186 7 1 3 .27239O +書*[.002] 

人ロ ー0.000063-I.061770 [.292] 0.0003･12 i.22R930 [.223]-0.000120-0.3910日 [.697] 

高齢者比率 0.027933 0.863123 [.391] 0.00518LI 0.L4342:3 [.886] 0.029346 0.粥3750 [.380] 

事業所数 0,008256 3.723380‥ *[.000] 0.008363 3.524.'320H*[.001] 

市醐寸民所得 -0.00678710.514965 [.608] 0.0025/16 0.194935 [.8ノ16] 

自由度修揖絢 渥E抜放 0.5∠14692 0.473313 0.538952

～州 , ,十 o.,は,それぞれ1%,5%,lワI水唯で有意であることを示 している｡

関は,収益性を重視 して店舗を設置しているが, から式 (3)の説明変数に,民間 Aと民間 B,

尽間A(地銀や第二地銀)や民間 B (信金や信 民間 Cの店舗数を追加 したものである｡もし郵

組,労金)は,公共性 も考慮 している可能性が 便局と民間金融機関の間に店舗設置について振

示された｡特に,民間Aは,経済性と公共性の 合関係が存在するならば,民間金融機関の店舗

両方を考慮 している可能性が高かった｡郵便局 数の符号は,有意にマイナスになる｡それは､

は,公共性を考慮 した店舗展開を行っている｡ 市場規模75L一定であり,郵便局と民間金融機関

しか し,郵便局が,少額貯蓄者が多い地域に多 が同じ市場で競合している場合,郵便局数は,

く配置されているので,郵便貯金業務の観点か 民間金融機関の店舗数に応 じて決定され.民間

らも効率的に配置されている可能性はある｡郵 金融機関の店舗数が増えると,郵便局数が減少

便局と民間金融機関の店舗展開が,経済性 と公 するからである｡

共性の両方を反映 しているならば,郵便局と民 表 6Aは,県全体のデータを周いた分析の結

間金融機関との間に店舗に関する競合関係が存 果である｡式 (4)では,両方の年度で,民間 

在 している可能性がある｡以下では,郵便局と Aの店舗数が, 5%水準で有意にマイナスになっ

民間金融機関の競合関係を分析する｡ た｡式 (5)では, 2000年度においてのみ,氏

表6は,郵便局と民間金融機関の競合関係の 間Aの店舗数が,10%水準で有意にマイナスに

分析結果である｡式 (4)から式 (6)は,式 (1) なった｡ (6)では, 2000年度においては,民間 
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表6 郵便局と民間金融機関の店舗の競合

表 6A 県全体 

2000年度

式日日 式(5) 式(6)

推定値 L値 p価 推定値 t 値 p値 推定値 し 値 p値

定数 一0.39762′卜 0.236696 [.813]ll.30724010.640970 [.523]-1.095920-0.642503 [.522] 

LllEU積 0.026005 5.421000… [.000] 0.026737 5.9573･/i O " '[.000] 0.024076 5.154450H'[.ooo]

人口 0.000156 i.908160' [.060] 0.0005 65 2.2 35010日 [. 028] 0.00 0 3 7 4 2 .144460 * ♯[.035]

高齢者比率 0.059444 1.202170 [.233] 0.061576 1.156800 [.250] 0.069820 1.444330 [.152] 

事業所数 0.005668 l.892140～ [.062] 0.005253 1.837090' [.070] 

市町村民所得 -0,009975-1.396520 [.166]-0.008249-1.435070 [.155] 

民間A -i.270060-2.300750日 [.024]-0.66 0555-i.672160● [.098]10.966839-2.160560" [.033] 

民間 B -0.678080-1.631990 [.106]-0.162258-0.492939 [.623]-0.723923-i.802480I [.075] 

民間C -0.162313-0.693443 [.490]-0.06396410.290142 [.772]-0.216270-0.867063 [.388] 

El山劇を正讃ム決定係数 0.938748 0.935374 0.940111 

2004年度

式 (4) 式 ( 5 ) 式 (6 )

推定値 t値 p佃 推 定 値 t 値 p値 推 定値 L値 p 値

定数 0257 .147286 .883 0 93 269 04 [65]082 20 0. [67].444 0 [ ] - . 8 -. 48024 . 5- . 00 - 424148 . 3

面積 0097 . 5760 ',oo 0 02 . 00330 ■ .oo 0. 42 . ' "[000.227 557 日 [o ] . 6873 56 H[o ] 02 95 4983730 . ] 
人口 0009 1.88620 . 3 0. 0520 20 " . ] 0001 1908300 . 0.012 2 書 [06] 00 .48340 [044 0, 45 . ■ [06] 

高齢者比率 0042 . 8 [46] 04 .26936 [. 6 0. 73 . [26].322 073391 . 2 0. 7733 09 35] 0548 1 114950 . 8

事業所数 0042 . 7730 .3] 0042 1. [12].032 151 [1 3 0. 43 538380 . 8

市町村民所得 - 01 505 12 [5- 0105 -. 0980 .9]0. 0 -.22440 22]0. 72 131 [1 3

尽間A -1 . 200 H l04] 0. -. 12760 .8 - 8338 -. 21 I [09]3518301. 561 . 8 - 549293 1 [
.

] 0 I71 40 00 2 22 0. 7 .

民間 B - 434 122 [22] -0 03 -.26383 . 0-0. 13 1379800 . 10. 982-. 0530 . 6 . 9225 01 [90] 4932 -. [17] 

民間 C 10. 622-. 8 [79] . 9594 00 [. 8- 1118 - 3 2 521 .710077 025628 . 7 0 01 .65667 94]0. 09 0. 7 [ ] 

自由劇を 0920 0929 0940正済み決定係数 .387 .374 .397

州,叫.. o0 o,Oは,それぞれ l/,5%.lo/水準で有意であることを示 している｡ 

Aと民間Bの店舗数が,それぞれ,5%水準と たのは, 2004年度の民間Aのみであった｡式 

10%水準で,有意にマイナスであり,2004年度 (4)では, 10%水準で,式 (6)では,5%水準

においては,民間Aの店舗数が, 10%水準で有 で,それぞれ有意にマイナスになった｡郡部で

意にマイナスであった｡ は,2000年度には,競合関係が存在 しなかった

以上の結果,郵便局と地銀 ･第二地銀の間に, が,2004年度には,郵便局と地銀 ･第二地銀の

店舗展開において競合関係があることが示され 間の競合関係が示された｡

た｡また,2000年度については,郵便局と協同 郵便局は少額貯蓄者を主要な顧客にしている

組織金融機関の間にも競合関係があることが示 ので,民間Aよりも,民間Bや民間Cとの間に

された｡ 競合関係が存在すると思われる｡しかし,表 6

表 6Bは,郡部のデータのみを用いた回帰分 の分析結果では,民間Aとの競合関係が強く示

析の結果である｡符号が有意にマイナスになっ された｡民間Aは,民間Bや民間Cよりも,公 
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表 6B 郡部のみ 

2000年度

氏 (4 ) 式 し5 1 式 (6 )

推 定 値 t値 p植 推 定値 tlLEi_ p情 推定佃 t値 p 値

定数 -0.639645 -0.476655 [.635] 0.801･lH9 0.551412 [,583] -0.637508 -0.472604 [.638]

面積 0.018287 3.8他 140*Hl.000] 0.023425 4.103530… [.000] 0.0 18281 3.802470 … [.000]

人口 10.00003LJと-0.58 2206 [.562] 0,000319 I.2ノ10450 [.219]-0.000031-0.10:i′t39 [.918]

高齢者比率 0.039017 i.08L770 [.28:j]-0.012703 -0.335618 [.738] 0.038874 LO16830 [.313]

事業所数 0.008051 3.26051,LO… [.002] 0.00RO40 2.980590… [.00/t]

市町村民所得 -0.009550 -0.8-168′18 [.′tOO] -0.000H8 -0.0日99l l.990]

民間A -0.553933 -日 58030 [.251] 0,140日9 0.289175 [.773]-0,5 52097 -i.0006∠10 [.320]

民間B 0.0,18205 0.127890 [.899] 0.67115116 2,329360日 [.023] 0.0/L80Lj7 0.128290 tL898]

民間 C 0.289325 2.099310+～[.039] 0./173368 4.0.′15000‥★[.000] 0.288899 2.218000+'[.0:SOプ

自由度修正済み決'係数 .805 .239 .73Of 0523 0597 056L

2004年度

式 (4 ) 式 (51 式 (6 )

推 定値 t 値 p佃 推 定値 ヒ値 p値 雁定 植 t 値 p値

定数 -0.682273 -0.541537 [.590] 0,656791 0.48224 /l [.631]-0.76016/I-0.611958 [,542]

面積 0.019001 3.462260++'[.001] 0.0 26606 4.389560日'[.000] 0.019507 3.530L170■H[.ool]

人lj -0.000041-0.577235 [.566] 0.000083 0.321660 [.749]-0.00027110.897848 [.372]

高齢者比率 0.0 42390 1.245420 [.217]-0.003999 -0.LIL312 [.912] 0.048944 I.397860 [.166]

事業所数 0.010214 3.199380‥ *[,002] 0.010633 3.284670日 ■[,002]

市町村民所得 0.002726 0.227149 [.821] 0.010500 0.798459 [.427]

民間A -0.773435-1.909440* [.060]-0.064912-0.147543 [.883]10.868110 12.039430 H L045]

民間B -0.28894510.805632 [.423] 0.431440 i.522170 [.132]-0.249637 -0.726958 [.470]

民間C 0.315594 i.15∠t900 [.2 5 2 ] 0 .576878 2.182730日[.032] 0.335870 1.247090 [.216]

自Etl馴妻正講み決射真数 0.557337 0.490593 0.555080 

N',A..は,それぞれ 1%. 5% ,10%水唯で有意であることを示しているL,

共性に配慮 しており,郵便局と同じような店舗 一部の店舗を閉鎖 しているので,収益性の高い

展開を行っているので,郵便局と競合すること 地域の店舗を閉鎖 し,収益性の低い地域の店舗

になったと思われる｡ を維持 している｡民間金融機関が,収益性だけ

でなく,公共性 も考慮 して,店舗を設置 してい

る可能性がある｡

6.まとめ
回帰分析によると,地方銀行と第二地方銀行

本稿では,鹿児島県のデータを用いて,郵便 は,収益性に基づいた店舗配置を行っているが,

局と民間金融機関の店舗配置を分析 した｡民間 人口の少ない地域の店舗 を維持するなど,公共

金融機関の店舗数を,2000年度と2004年度で比 性 も考慮 している可能性が示された｡信用金庫

較すると,県本土や市部の店舗が減少し,郡部 や信用組合,農漁協も,収益性に基づいた店舗
や離島の店舗が維持されていた｡民間金融機関 展開を行ってお り,それぞれの主要な顧客の多

は,複数の店舗を設置 している市部において, い地域に,多 くの店舗を配置 している｡信金と 
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信組は,小口預金者や中小企業の多い地域の店

舗数を増や し,農協や漁協は,農業や漁業の従

事者や,関連の事業所が多い地域 に,多 くの店

舗 を設置 している｡ また,信金や信組は,県全

体の店舗展開では,公共性 を考慮 している可能

性 も示 された｡

郵便局は,郵便事業や公共性 を考慮 した店舗

展開を行っていることが示 された =ただ し.郵

便局が,公共性 を重視 した店舗展開を行ってい

ても.郵便局の現在の配置状況は.金融業務に

おいて,必ず しも非効率ではない .｡郵便貯金の

利用者が.少額貯蓄者であることを考慮すると,

少額貯蓄者が多い地域の郵便局数が多いことは,

経済的であると解釈で きる｡

郵便局 と民間金融機関の店舗展開が,経済性

と公共性の両方を反映 しているならば.郵便局

と民間金融機関 との間に店舗 に関 して競合関係

が存在 している可能性がある｡本稿の分析 より,

郵便局が,店舗展開においては,地方銀行や第

二地方銀行 と競合 しているという結果が得 られ

た｡郵便局 と信用金庫や信用組合 との間にも競

合関係が存在するが.その存在を強 く示すこと

はで きなかった｡
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